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序 文 

 

中小企業庁では、中小企業基本法第１０条における「政府は、中小企

業の実態を明らかにするため必要な調査を行い、その結果を公表しなけ

ればならない」との規定に基づき、平成１６年度から毎年、中小企業実態

基本調査を実施しています。本調査報告書は、中小企業の令和２年度決

算等に関する回答を集計し、取りまとめたものです。 

 

本調査は、中小企業の更なる発展に寄与する基礎資料とすることを目

的として、我が国中小企業の財務面や経営面の基礎的データを産業別・

規模別に把握しており、政府では、中小企業政策を的確に企画・立案・実

行するために活用しています。中小企業施策の企画・立案などを行う各

地方公共団体では、我が国の中小企業の実態の把握や財務分析などに、

また、産業界、各企業におかれましては、財務分析や経営判断をする際

に、本調査を活用して頂ければ幸いです。 

 

最後に、本調査の実施に際し、多くの中小企業者の皆様や関係各機

関から多大なる御協力を頂きました。ここに深く感謝の意を表します。 

 

令 和 ４ 年 ７ 月 

中 小 企 業 庁 
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令和３年中小企業実態基本調査の概要 

（令和２年度決算実績） 

 

１．調査の目的 

近年、企業活動のグローバル化、雇用形態の多様化、ＩＴ技術を活用した情報化の進展、消

費者のライフスタイルの多様化など、中小企業を取り巻く経営環境は大きく変化してきている。 

こうした環境変化の中、中小企業の育成及び発展に資する施策を企画・立案する上でも、中

小企業全般に共通する事項について、経年変化を追い、業種別・企業規模別に、それぞれの特

色、経営上の強み・弱みを始めとする幅広い事項を明らかにしていくことの重要性が従来以上

に増してきている。 

中小企業庁は、中小企業基本法第１０条の規定（定期的に、中小企業の実態を明らかにする

ため必要な調査を行い、その結果を公表しなければならない。）に基づき、上記のような中小

企業を巡る経営環境の変化を踏まえ、中小企業全般に共通する財務情報、経営情報及び設備投

資動向等を把握するため、平成１６年度から「中小企業実態基本調査」を統計法（平成１９年

法律第５３号）第１９条第１項の規定（行政機関の長は、一般統計調査を行おうとするときは、

あらかじめ、総務大臣の承認を受けなければならない。）に基づく「一般統計調査」として毎

年実施している。（平成２０年度以前は、統計報告調整法（昭和２７年法律１４８号）第４条

の規定に基づき総務大臣の承認を得て実施する「承認統計調査」として実施していた。） 

本調査の実施により、中小企業全般の経営等の実態を明らかにし、中小企業施策の企画・立

案のための基礎資料を提供するとともに、中小企業関連統計の基本情報を提供するためのデー

タ収集を行う。 

 

２．調査の範囲 

本調査は、日本標準産業分類（平成２５年１０月改定 平成２６年４月１日施行）に掲げる

大分類Ｄ－建設業、Ｅ－製造業、Ｇ－情報通信業、Ｈ－運輸業，郵便業、Ｉ－卸売業，小売業、

Ｋ－不動産業，物品賃貸業、Ｌ－学術研究，専門・技術サービス業、Ｍ－宿泊業，飲食サービ

ス業、Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業及びＲ－サービス業（他に分類されないもの）のうち、

「別表 調査の範囲」に掲げる業種及び規模に属する企業（個人企業を含む。以下同じ。）から

選定した企業について調査した。 

※ 業種の範囲及び企業規模（資本金又は従業者）の範囲については、「別表 調査の範囲」

を参照。 

 

３．調査の期日（調査時点）及び調査期間 

本調査は、令和３年に実施した。 

令和２年度決算に基づく実績について報告をお願いした。 
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４．調査事項 

本調査の調査事項は、以下のとおり。 

（１）企業の概要（設立年、会社形態、従業者、海外展開、大企業の子会社・関連会社、法人番

号） 

（２）決算（売上高、営業費用、営業外収益、営業外費用、経常利益又は経常損失、税引前当期純

利益又は税引前当期純損失、税引後当期純利益又は税引後当期純損失、資産・負債及び純

資産） 

（３）輸出の状況 

（４）企業全体の事業別売上高割合（売上高の内訳） 

（５）設備投資の状況（設備投資、リース利用、中小企業者等の少額減価償却資産の取得額の損

金算入、中小企業投資促進税制、中小企業経営強化税制） 

（６）研究開発の状況（研究開発、能力開発、特許権・実用新案権・意匠権・商標権） 

（７）受託の状況 

（８）委託の状況 

（９）取引金融機関 

（10）事業承継 

（11）中小企業の会計に関する基本要領 

（12）中小企業関連政策の認知状況 

 

５．調査方法 

本調査は、調査対象企業へ調査票を郵送で配布するとともに、オンライン調査による回答を

依頼し、調査対象企業が、自ら調査票に記入して回答する方法で実施した。 

本調査は、調査の標本設計、調査名簿作成、調査の実施、審査・集計及び報告書作成等のす

べてを包括的に民間に委託して実施した。 
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６．標本設計及び抽出方法 

本調査は、令和元年６月１日を基準時点とした事業所母集団データベース（令和元年次フ

レーム）等を基に中小企業実態基本調査の母集団名簿を作成して、以下の手順により標本設

計及び標本抽出を行った。 

（１）標本設計

① 平成２８年経済センサス-活動調査の「売上（収入）金額」を基に、基本となる産業

中分類・従業者規模別の層と、表章を行う区分のうち産業大分類・従業者規模別及び

産業中分類別について、売上高の総和の目標精度（標準誤差率）を設定した。

② 本調査では、記入者負担軽減の観点から、二重抽出の考え方を採用し、調査票甲（基

本票）、調査票乙（詳細票）の２種類の調査票を使用した。調査票乙の調査項目で、

調査票甲で調査していない調査項目を推計することから、調査票乙についても基本と

なる産業中分類・従業者規模別、産業大分類・従業者規模別及び産業中分類別につい

て、売上高の総和の目標精度（標準誤差率）を設定した。各層別の目標精度は以下の

とおりである。

全体 
うち 

調査票乙分 

基本となる層（産業中分類・従業者規模層） 15% 20% 

産業中分類層 10% 15% 

産業大分類・従業者規模層 8% 10% 

③ なお、平成２８年経済センサス-活動調査における基本となる層別の「売上高」の分

布において特に大きな「売上高」をもつ中小企業については、別途層を設け全数を抽

出率＝１とした。

（２）標本抽出

① 標本の抽出に当たっては、調査票乙は、基本となる層別に少なくとも３０以上となる

よう算出し、調査票甲の標本サイズは全体の標本サイズから調査票乙の標本サイズを

差し引いて算出した。また、調査票を郵送で配布するとともに、オンライン調査によ

る回答を依頼し、調査対象企業が、自ら調査票に記入して回答する方法で実施するこ

とから、目標回収率を考慮して発送する数を算出した。

② 標本の抽出に当たっては、上記で算出した発送する数の３分の２は２年間の継続標本

として調査対象とするものとし、うち半数ずつ毎年入れ替えるローテーションサンプ

リングにより抽出した。したがって、基本となる層別の調査票ごとに、３分の１は１

年度のみの調査、３分の１は２年間の継続標本の１年目、残りの３分の１は２年間の

継続標本の２年目となるよう抽出する。ただし、母集団の大きさが発送する数に対し

て十分に大きくない場合は、この限りではない。 

③ 標本の抽出は、基本となる層ごとに無作為抽出により行った。
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（３）標準誤差率 

標準誤差率は、次の式による。 

平成２８年経済センサス-活動調査の売上高総和： 

𝑇𝑇𝑥𝑥 = ��𝑋𝑋ℎ𝑖𝑖

𝑛𝑛ℎ

𝑖𝑖=1

𝐿𝐿

ℎ=1

 

 

売上高総和の標準誤差の推定値： 

�𝑉𝑉(𝑇𝑇𝑥𝑥) = ��𝑁𝑁ℎ(𝑁𝑁ℎ − 𝑛𝑛ℎ)
𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉(𝑋𝑋ℎ)

𝑛𝑛ℎ

𝐿𝐿

ℎ=1

 

 

売上高総和の標準誤差率： 

�𝑉𝑉(𝑇𝑇𝑥𝑥)
𝑇𝑇𝑥𝑥

 

 
ℎ = 産業中分類・従業者規模層  
𝑁𝑁ℎ  = 第ℎ層の母集団の大きさ  
𝑛𝑛ℎ = 第ℎ層の標本数  
𝑋𝑋ℎ𝑖𝑖 = 平成２８年経済センサス-活動調査の第ℎ層の𝑖𝑖番目の企業の売上高  
𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉(𝑋𝑋ℎ) = 平成２８年経済センサス-活動調査の売上高の第ℎ層内分散  



 

5 

７．推計方法 

母集団の推定は、調査結果を基に産業中分類・従業者規模層ごとに以下により行った。 

（１）調査結果に基づく抽出率の設定 

① 母集団の大きさは、抽出時の母集団の大きさによる。 

② 回答数及び有効回答数 

回答数 ＝ 有効回答数 ＋ その他の回答数 

有効回答数 ＝ 集計企業数 

その他の回答数 ＝ 廃業、休業又は対象外等企業数 

その他の回答は、推計・集計から除外した。 

③ 各層（事前の層）の抽出率の計算 

各層の抽出率（事前の層） ＝ 当該層の有効回答数 ／ 当該層の母集団の大きさ 

 

（２）個票の拡大推計（事前の層） 

個票の拡大係数は、各個票（有効回答）の標本抽出時の層（事前の層）で設定する。 

したがって、調査の結果、産業中分類又は従業者規模が移動した場合でも、標本抽出時の

産業中分類・従業者規模層（事前の層）で拡大係数を設定し、拡大推計を行った。 

個票の拡大係数  ＝ １ ／ 各層の抽出率（事前の層） 

個票の拡大推計値 ＝ 個票データ × 個票の拡大係数 

 

（３）個票の比推計（事後の層） 

調査票甲で調査していない調査項目の推計値は、基本となる層別に、拡大推計後の調査

票乙の推計値を用いて、調査票甲の個票単位に推計した。 

例えば、調査票甲の商品仕入原価・材料費の推計では、調査票乙と調査票甲の共通の調

査項目であり、商品仕入原価・材料費と関連性の高い売上原価（商品仕入原価・材料費の

上位項目）を用いて、以下により推計した。 

甲の商品仕入原価・材料費 ＝ 甲の売上原価 × 乙の商品仕入原価・材料費（拡大推

計後）／ 乙の売上原価の合計（拡大推計後） 

 

（４）母集団の大きさによる推定（事後の層） 

当該層の推定値 ＝ （（比推計後の）個票データ × 個票の拡大係数 × 当該層の母

集団の大きさ ÷ 個票が属する層（事後の層）の個票の拡大係数）

の総和 

 

（５）推計値の集計（事後の層） 

上記（４）の推定値を、表章を行う区分別に集計し、その結果を本報告書に掲載した。 
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８．調査結果の概要 

（１）調査の回答状況 

  ① 従業者規模別の回答状況 

従業者規模 標本の大きさ 回答数 
  

有効回答数 
  

回答率 有効回答率 

合計 112,891  55,086  48.8% 50,688  44.9% 

 法人企業 90,496  44,125  48.8% 40,940  45.2% 

 ５人以下 42,486  19,161  45.1% 17,242  40.6% 

６～２０人 16,418  8,215  50.0% 7,753  47.2% 

２１～５０人 12,047  6,270  52.0% 5,926  49.2% 

５１人以上 19,545  10,479  53.6% 10,019  51.3% 

個人企業 22,395  10,961  48.9% 9,748  43.5% 

 

② 産業別の回答状況 

産業 
標本の 
大きさ 

回答数 
 有効 

回答数 

 

回答率 有効回答率 

合計 112,891  55,086  48.8% 50,688  44.9% 

 

建設業 2,517  1,317  52.3% 1,259  50.0% 

製造業 38,596  19,937  51.7% 18,479  47.9% 

情報通信業 7,593  3,326  43.8% 3,053  40.2% 

運輸業，郵便業 9,140  4,506  49.3% 4,165  45.6% 

卸売業 14,075  7,167  50.9% 6,648  47.2% 

小売業 8,623  4,259  49.4% 3,937  45.7% 

不動産業，物品賃貸業 7,130  3,287  46.1% 2,936  41.2% 

学術研究，専門・技術サービス業 5,661  2,583  45.6% 2,350  41.5% 

宿泊業，飲食サービス業 3,125  1,225  39.2% 1,129  36.1% 

生活関連サービス業，娯楽業 9,488  4,098  43.2% 3,658  38.6% 

サービス業 

（他に分類されないもの） 
6,943  3,381  48.7% 3,074  44.3% 

（注）回答数には休業、廃業及び対象外等の回答を含む。 
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（２）調査結果の評価 

① 評価方法 

調査結果の評価は、売上高の達成精度（標準誤差率）を基に行った。 

なお、売上高の標準誤差率は、次の式により算出した。 

売上高総和の推定値： 

𝑇𝑇�𝑥𝑥 = �
𝑁𝑁ℎ

𝑛𝑛ℎ

𝐿𝐿

ℎ=1

�𝑋𝑋ℎ𝑖𝑖

𝑛𝑛ℎ

𝑖𝑖=1

 

 

売上高総和の標準誤差の推定値： 

�𝑉𝑉��𝑇𝑇�x� = ��𝑁𝑁ℎ(𝑁𝑁ℎ − 𝑛𝑛ℎ)
𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉(𝑋𝑋ℎ)

𝑛𝑛ℎ

𝐿𝐿

ℎ=1

 

 

売上高総和の標準誤差率： 

�𝑉𝑉��𝑇𝑇�x�

𝑇𝑇�x
 

ℎ = 層（産業中分類×従業者規模）  
𝑁𝑁ℎ= 第ℎ層の母集団の大きさ  
𝑛𝑛ℎ= 第ℎ層の標本数  
𝑋𝑋ℎ𝑖𝑖= 第ℎ層の𝑖𝑖番目の標本企業売上高  
𝑇𝑇�𝑥𝑥= 売上高総和の推定値  
𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉(𝑋𝑋ℎ)= 第ℎ層内分散  

 

② 達成精度（標準誤差率） 

産業 
売上高 

総和（千円） 標準誤差 標準誤差率 

建設業 79,469,296,130 2,470,345,815 3.1% 

製造業 124,349,853,785 2,677,245,926 2.2% 

情報通信業 13,634,125,599 551,016,106 4.0% 

運輸業，郵便業 26,521,731,800 1,832,631,304 6.9% 

卸売業 149,283,129,144 3,886,513,644 2.6% 

小売業 73,441,753,824 3,782,909,401 5.2% 

不動産業，物品賃貸業 33,459,017,385 4,444,715,566 13.3% 

学術研究，専門・技術サービス業 14,308,720,487 528,801,141 3.7% 

宿泊業，飲食サービス業 14,303,501,114 1,129,246,609 7.9% 

生活関連サービス業，娯楽業 18,168,722,443 1,489,936,597 8.2% 

サービス業（他に分類されないもの） 20,840,804,256 825,792,547 4.0% 
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９．集計及び結果の公表 

（１）速報 

本調査の主要な調査事項について、令和４年３月に「令和３年中小企業実態基本調査速

報」としてホームページ上で公表。 

（２）調査報告書（確報） 

本調査のすべての調査事項について、令和４年７月に「令和３年中小企業実態基本調査

報告書」として公表。 

（３）ホームページ 

本資料を含む本調査に関する情報は、中小企業庁ホームページに掲載している。 

ＵＲＬ：https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/kihon/ 
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別表 
調 査 の 範 囲 

１業種の範囲 
 

業種 業種の範囲 

建設業 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｄ－建設業 

製造業 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｅ－製造業 

情報通信業 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｇ－情報通信業 

運輸業，郵便業 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｈ－運輸業，郵便業のうち、「中分類

43 道路旅客運送業」、「中分類 44 道路貨物運送業」、「中分類 45 水運

業」、「中分類 47 倉庫業」、「中分類 48 運輸に附帯するサービス業」、「中

分類 49 郵便業（信書便事業を含む）」 

卸売業，小売業 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｉ－卸売業，小売業 

不動産業，物品賃貸業 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｋ－不動産業，物品賃貸業 

学術研究，専門・技術サービス業 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｌ－学術研究，専門・技術サービス業

のうち、「中分類72専門サービス業（他に分類されないもの）」、「中分類73

広告業」、「中分類 74 技術サービス（他に分類されないもの）」 

宿泊業，飲食サービス業 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｍ－宿泊業，飲食サービス業 

生活関連サービス業，娯楽業 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業 

サービス業（他に分類されないもの） 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないも

の）のうち、「中分類 88 廃棄物処理業」、「89 自動車整備業」、「90 機械等

修理業（別掲を除く）」、「91 職業紹介・労働者派遣業」、「92 その他の事業

サービス業」 
 
２企業規模の範囲 
 

業種 企業規模の範囲 

建設業 資本金3億円以下又は従業者300人以下 

製造業 資本金3億円以下又は従業者300人以下 

情報通信業 中分類37通信業 ：資本金3億円以下又は従業者300人以下 

中分類40インターネット附随サービス業 

 ：資本金3億円以下又は従業者300人以下 

小分類413新聞業 ：資本金3億円以下又は従業者300人以下 

小分類414出版業 ：資本金3億円以下又は従業者300人以下 

上記以外 ：資本金5千万円以下又は従業者100人以下 

運輸業，郵便業 資本金3億円以下又は従業者300人以下 

卸売業，小売業 中分類50～55の卸売業 ：資本金1億円以下又は従業者100人以下 

中分類56～61の小売業 ：資本金5千万円以下又は従業者50人以下 

不動産業，物品賃貸業 小分類693駐車場業 ：資本金5千万円以下又は従業者100人以下 

中分類70物品賃貸業 ：資本金5千万円以下又は従業者100人以下 

上記以外 ：資本金3億円以下又は従業者300人以下 

学術研究，専門・技術サービス業 資本金5千万円以下又は従業者100人以下 

宿泊業，飲食サービス業 中分類75宿泊業 ：資本金5千万円以下又は従業者100人以下 

上記以外 ：資本金5千万円以下又は従業者50人以下 

生活関連サービス業，娯楽業 小分類791旅行業 ：資本金3億円以下又は従業者300人以下 

上記以外 ：資本金5千万円以下又は従業者100人以下 

サービス業（他に分類されないもの） 資本金5千万円以下又は従業者100人以下 

（注）従業者とは常用雇用者を指す。 
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利用上の注意 

 

１．令和３年中小企業実態基本調査の結果について 

 令和３年中小企業実態基本調査は、「令和３年中小企業実態基本調査の概要（令和２年度決

算実績）」（以下「調査の概要」）にあるとおり、令和元年６月１日を基準時点とした事業

所母集団データベース（令和元年次フレーム）を基に、「調査の範囲」に該当する法人企業

及び個人企業を母集団として、そのうちの約１１．３万社を対象（標本）に標本調査を実施

した。また、母集団の大きさによる推定を実施した。 

 

２．産業分類について 

 本調査の産業分類は、日本標準産業分類に基づいている。 

 ただし、産業大分類Ｉ－卸売業，小売業は、卸売業と小売業に分けて調査及び集計を行った。 

 

３．調査の期間・期日 

 母集団企業数 

事業所母集団データベース（令和元年次フレーム）に基づく。 

 従業者数、資産及び負債・純資産等 

令和３年３月３１日現在。 

 売上高及び営業費用等 

法人企業は令和２年度、個人企業は令和２年１月から１２月まで。 

 

４．集計の方法について 

 本調査は、個々の個票を拡大推計して得られた拡大推計値（個票）を基に集計している。 

 推計方法の詳細は、「調査の概要」を参照のこと。 

 各統計表の「計」欄は、内訳の項目と同様に、拡大推計値（個票）から集計しているため、

四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある（詳細は下述の６．統計表について【機

械判読対応】を参照のこと）。 

 

５．概況及び集計表について 

個々の企業の産業は、産業小分類の売上高（割合）を基に格付けした。 

売上高及び営業費用については、法人企業は決算書、個人企業は確定申告書類を基に調査し

た。法人企業においては、調査票甲（法人企業用）または調査票乙の調査項目「売上高」に、

企業会計に基づく実現主義の原則に従い、商品などの販売または役務の給付によって実現した

売上高、営業収益、完成工事高などを記入しているため、「売上高」の集計に事業者支援関連

施策の持続化給付金または雇用調整助成金等（以下「給付金等」）は含まないが、個人企業

においては、給付金等のうち、課税対象収入については、調査票甲（個人事業者用）の「売

上（収入）金額」に記入されるため、「売上高」の集計に給付金等が含まれる。 

１企業当たりの金額や前年度比・差については四捨五入前の数値により算出した後、単位未

満を四捨五入している。 
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６．統計表について 

【記号】 

 実績（該当する企業）がない場合は、「－」を表記した。 

 実績はあるが単位未満の場合は、「０」を表記した。 

 個人企業または法人企業に対して調査していない項目は、「…」を表記した。 

 標本数（回答企業）が少ないために表章できない分類は、「…」を表記した。 

 秘匿する必要のある項目は、「x」を表記した。 

【消費税の取扱い】 

 売上高及び営業費用については、できる限り消費税込みでの回答を求めたが、消費税

込みでの回答ができない場合には、消費税抜きで回答をいただいた。ただし、統計表

の集計においては、税込み・税抜きに係る相違について特段の補正を行わず集計した

ため、消費税込みと消費税抜きの金額が混在している。 

 このため、参考表として、消費税抜きで回答された金額を消費税込みに補正して集計

した消費税込み推計値も公表する。消費税込みの推計方法については、「令和３年中

小企業実態基本調査における消費税込み参考表の推計方法について」を参照のこと。 

【機械判読対応】 

 企業数、従業者数等は単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と計が一致しない

場合がある。 

 金額は小数点第４位を四捨五入しているため、内訳の計と計が一致しない場合がある。 

 構成比は小数点第４位を四捨五入しているため、内訳の計と計が一致しない場合や合

計しても１００％とはならない場合や１００％を超過（分子の値が分母の値を超過）

する場合がある。 

 該当率は小数点第４位を四捨五入しているため、内訳の計と計が一致しない場合や１

００％を超過（分子の値が分母の値を超過）する場合がある。 

 

７．転載する場合について 

 この統計表に掲載された数値を他に転載する場合は、中小企業庁「令和３年中小企業実態

基本調査報告書」による旨を記載すること。 

 

８．本調査についての問い合わせ先 

中小企業庁事業環境部企画課調査室 

〒100-8912 東京都千代田区霞が関１－３－１ 

℡０３－３５０１－１５１１（代表） 内線５２４１ 

℡０３－３５０１－１７６４（直通） 
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日本標準産業分類一覧 

 

 本調査は、日本標準産業分類（平成２５年１０月改定 平成２６年４月１日施行）のうち、

以下の産業大分類及び産業中分類を対象に実施している。 

 

大分類Ｄ 建 設 業           06 総合工事業  

07 職別工事業(設備工事業を除く)  

08 設備工事業 

 

大分類Ｅ 製 造 業           09 食料品製造業  

10 飲料・たばこ・飼料製造業  

11 繊維工業 

12 木材・木製品製造業（家具を除く）  

13 家具・装備品製造業  

14 パルプ・紙・紙加工品製造業  

15 印刷・同関連業  

16 化学工業  

17 石油製品・石炭製品製造業  

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）  

19 ゴム製品製造業  

20 なめし革・同製品・毛皮製造業  

21 窯業・土石製品製造業  

22 鉄鋼業  

23 非鉄金属製造業  

24 金属製品製造業  

25 はん用機械器具製造業 

26 生産用機械器具製造業 

27 業務用機械器具製造業 

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 

29 電気機械器具製造業  

30 情報通信機械器具製造業 

31 輸送用機械器具製造業  

32 その他の製造業 

 

大分類Ｇ 情報通信業           37 通信業  

38 放送業  

39 情報サービス業  

40 インターネット附随サービス業  

41 映像・音声・文字情報制作業 

 

大分類Ｈ  運輸業，郵便業         43 道路旅客運送業  

44 道路貨物運送業  

45 水運業  
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47 倉庫業  

48 運輸に附帯するサービス業 

49 郵便業（信書便事業を含む） 

 

大分類Ｉ 卸売業，小売業         50 各種商品卸売業  

51 繊維・衣服等卸売業  

52 飲食料品卸売業  

53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業  

54 機械器具卸売業  

55 その他の卸売業  

56 各種商品小売業  

57 織物・衣服・身の回り品小売業  

58 飲食料品小売業  

59 機械器具小売業  

60 その他の小売業 

61 無店舗小売業 

 

大分類Ｋ 不動産業，物品賃貸業      68 不動産取引業  

69 不動産賃貸業・管理業 

70 物品賃貸業 

 

大分類Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 72 専門サービス業（他に分類されないもの） 

73 広告業 

74 技術サービス業（他に分類されないもの） 

 

大分類Ｍ 宿泊業，飲食サービス業     75 宿泊業  

76 飲食店  

77 持ち帰り・配達飲食サービス業 

 

大分類Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業   78 洗濯・理容・美容・浴場業  

79 その他の生活関連サービス業 

80 娯楽業 

 

大分類Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 

                     88 廃棄物処理業  

89 自動車整備業  

90 機械等修理業（別掲を除く）  

91 職業紹介・労働者派遣業 

92 その他の事業サービス業 
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産業別・従業者規模別の達成精度 
 

本調査の達成精度は、売上高の標準誤差率による。 
 

売上高の標準誤差率（産業別・従業者規模別）  

 

 

（注）売上高の標準誤差率は、次の式により算出した。 

売上高総和の推定値： 𝑇𝑇�x = �
𝑁𝑁ℎ
𝑛𝑛ℎ

𝐿𝐿

ℎ=1

�𝑋𝑋ℎ𝑖𝑖

𝑛𝑛ℎ

𝑖𝑖=1

 

売上高総和の標準誤差の推定値： �𝑉𝑉��𝑇𝑇�x� = ��𝑁𝑁ℎ

𝐿𝐿

ℎ=1

(𝑁𝑁ℎ − 𝑛𝑛ℎ)
𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉(𝑋𝑋ℎ)

𝑛𝑛ℎ
 

売上高総和の標準誤差率： 
�𝑉𝑉��𝑇𝑇�x�

𝑇𝑇�x
 

 ℎ = 層（産業中分類×従業者規模） 

𝑁𝑁ℎ = 第 h層の母集団の大きさ 

𝑛𝑛ℎ = 第 h 層の標本数 

𝑋𝑋ℎ𝑖𝑖= 第 h層の i 番目の標本企業売上高 

𝑇𝑇�𝑥𝑥= 売上高総和の推定値 

𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉(𝑋𝑋ℎ) = 第 h層内分散 
 

総和（千円） 標準誤差 標準誤差率 総和（千円） 標準誤差 標準誤差率

5人以下 17,025,596,091 833,528,747 4.9% 5人以下 11,752,075,101 2,997,513,591 25.5%

6～20人 24,019,099,047 1,363,473,838 5.7% 6～20人 5,183,204,359 674,473,395 13.0%

21～50人 15,297,852,776 1,273,155,670 8.3% 21～50人 4,279,626,348 406,535,346 9.5%

51人以上 20,728,721,765 1,376,641,100 6.6% 51人以上 10,993,279,783 3,184,334,569 29.0%

2,398,026,452 180,862,635 7.5% 1,250,831,794 101,176,773 8.1%

5人以下 9,259,074,590 265,248,922 2.9% 5人以下 2,830,359,816 320,237,303 11.3%

6～20人 14,535,999,816 426,415,727 2.9% 6～20人 2,987,916,293 245,171,163 8.2%

21～50人 18,811,214,551 798,539,855 4.2% 21～50人 2,554,131,913 154,683,426 6.1%

51人以上 80,416,882,921 2,504,861,551 3.1% 51人以上 3,379,779,875 250,080,599 7.4%

1,326,681,906 58,831,061 4.4% 2,556,532,590 174,649,792 6.8%

5人以下 1,659,853,325 180,323,941 10.9% 5人以下 1,009,462,179 237,605,789 23.5%

6～20人 1,950,696,540 123,927,842 6.4% 6～20人 2,169,110,508 255,664,421 11.8%

21～50人 2,439,004,813 124,684,417 5.1% 21～50人 1,939,583,477 152,631,134 7.9%

51人以上 7,559,052,874 490,040,216 6.5% 51人以上 5,329,830,960 1,026,860,291 19.3%

25,518,046 7,635,279 29.9% 3,855,513,990 275,025,046 7.1%

5人以下 1,765,438,055 183,456,994 10.4% 5人以下 1,866,929,640 148,577,312 8.0%

6～20人 3,828,358,237 235,396,178 6.1% 6～20人 2,470,213,297 270,470,253 10.9%

21～50人 5,332,790,758 450,583,476 8.4% 21～50人 2,888,348,669 304,158,737 10.5%

51人以上 15,502,774,360 1,751,080,393 11.3% 51人以上 9,451,990,296 1,418,517,399 15.0%

92,370,390 12,714,401 13.8% 1,491,240,541 141,341,926 9.5%

5人以下 22,267,485,499 1,470,449,776 6.6% 5人以下 3,704,956,387 355,514,037 9.6%

6～20人 35,185,195,959 1,703,859,527 4.8% 6～20人 3,803,904,746 345,546,041 9.1%

21～50人 31,037,750,090 1,511,539,055 4.9% 21～50人 3,657,733,685 191,216,010 5.2%

51人以上 59,659,945,619 2,783,841,025 4.7% 51人以上 9,142,161,079 630,148,796 6.9%

1,132,751,978 71,465,439 6.3% 532,048,358 49,899,560 9.4%

5人以下 10,435,765,519 736,762,195 7.1%

6～20人 14,583,208,275 1,522,876,540 10.4%

21～50人 11,731,411,467 542,144,680 4.6%

51人以上 28,641,039,843 3,309,108,463 11.6%

8,050,328,720 452,009,265 5.6%
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用語の解説 

 
＜統計表の各頁に共通する用語＞ 

 

母集団企業数 

母集団企業数は、事業所母集団データベース

（令和元年次フレーム）による。なお、事業所

母集団データベース（令和元年次フレーム）は、

令和元年６月１日を基準時点とし、令和元年経

済センサス－基礎調査を基礎として、2019 年

経済構造実態調査を始めとする各種統計調査

結果、行政記録情報等を用いて整備されている。 

従業者数 

令和３年３月３１日現在での従業者数。 

なお、統計表の従業者数は、個々の有効回答

調査票（個票）の従業者数を拡大推計して得ら

れた拡大推計値を基に集計したもの。 

法人企業 

法律の規定によって法人格を認められてい

るものが、事業を経営している場合をいう。 

個人企業 

個人が事業を経営している場合をいう。 

法人組織になっていなければ、共同経営であ

る場合も、個人企業に含む。 

設立年 

創業した年ではなく、商業（法人）登記簿謄

本における会社設立の年。 

 

 

＜各調査事項の用語＞ 

 

１．会社全体の従業者数 

 

個人事業主 

個人経営の事業所で、実際にその事業所を経

営している人。 

無給家族従業員 

個人事業主の家族で、賃金・給与を受けずに、

ふだん事業所の仕事を手伝っている人。 

家族であっても、実際に雇用者並みの賃金・

給与を受けて働いている人は、「常用雇用者」

又は「臨時雇用者」とする。 

代表取締役社長・取締役社長 

対外的に法人企業を代表する権限を持ち、企

業内部の業務執行を指揮する人。会社法に定め

る代表権があっても、社長以外の役職の人は

「有給役員（無給役員は除く）」とする。 

また、社長の肩書を持つ人が複数いる場合に

は、１人を「社長」とし、他の人は「有給役員

（無給役員は除く）」とする。 

その他の有給役員 

法人企業の取締役、監査役などの役員に対し

て支払われる給料を得ている人（無給の役員を

除く）。 

常用雇用者 

正社員・正職員＋正社員・正職員以外 

期間を定めずに、もしくは１ヶ月を超える期

間を定めて雇用している人。 

正社員・正職員 

正社員・正職員として処遇している雇用者。

一般的には、雇用契約期間に定めがなく、定め

られている１週間の所定労働時間で働いてい

る人（有給・無給の役員を除く）。 

正社員・正職員以外 

上記の「正社員・正職員」以外の常用雇用者

であり、パート・アルバイトなど。 

臨時雇用者 

１ヶ月未満の期間を定めて雇用している人、

又は日々雇用している人。 

他社からの出向従業者（出向役員を含む）及び派

遣従業者の合計数 

「他社からの出向従業者（出向役員を含む）」

又は「他社からの派遣従業者」のいずれかに当

てはまる人の数の合計。ただし、下請先の従業

者は除く。 

他社からの出向従業者（出向役員を含む） 

在籍出向など出向元に籍があり、給与を出向

元から受け取っているが、自社にきて働いてい

る人。 

派遣従業者 

労働者派遣法でいう派遣労働者。給与を派遣

元から受け取っているが、自社にきて働いてい
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る人。 

 

２．資産及び負債・純資産（法人企業） 

 
株式譲渡制限を定めている株式会社数 

定款に株式の譲渡について会社の承認が必

要である旨を定めている株式会社数（いわゆる

譲渡制限株式会社の数）。 

資産 

流動資産＋固定資産＋繰延資産 

流動資産 

現金・預金＋受取手形・売掛金＋棚卸資産＋

その他の流動資産 

現金・預金 

現金、当座預金、普通預金及び郵便貯金など。 

定期預金、定期積金、金銭信託及び郵便貯金

（積立貯金）などについては、１年以内に期限

の到来するもの。 

受取手形・売掛金 

通常の営業取引によって生じた手形債権及

び未収金。 

棚卸資産 

商品、製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵

品及び半成工事（未成工事）など。 

固定資産 

有形固定資産＋無形固定資産＋投資その他

の資産 

有形固定資産 

建物・構築物・建物附属設備＋機械装置＋船

舶、車両運搬具、工具・器具・備品＋土地＋建

設仮勘定＋その他の有形固定資産＋減価償却

累計額 

①建物・構築物・建物附属設備 

事務所、店舗、工場及び倉庫などの建造物、

社宅、電気設備などの建物、橋、舗装道路及び

煙突などの構築物の他、暖冷房設備、照明設備、

昇降機などの附属設備を含む。 

②機械装置 

工作機械、化学反応装置などの機械装置及び

それに附属する設備。 

③船舶、車両運搬具、工具・器具・備品 

タンカー、貨物船、はしけ及び漁船などの船

舶、鉄道用車両及び自動車などの車両運搬具、

測定工具、検査工具などの工具、試験機器、測

定機器などの器具及び事務机などの備品（耐用

年数１年超で相当価額以上のもの）。 

④土地 

工場、事務所及び社宅などの経営目的のため

に使用している土地。ただし、販売目的、投資

目的の土地は除く。 

⑤建設仮勘定 

建物、構築物、機械装置及び船舶などの建設

又は製作のために支出した手付金及び労務費、

取得した機械、購入した資材・部品など。 

⑥減価償却累計額 

毎年の減価償却費の合計額。 

無形固定資産 

のれん（営業権）、特許権、実用新案権、商標

権、意匠権、借地権、地上権、著作権及びソフ

トウェア制作費など。 

投資その他の資産 

投資有価証券､その他有価証券、長期貸付金、

投資不動産、敷金及び長期未収金など。 

繰延資産 

創立費、開業費、開発費、株式交付費及び社

債等発行費など。 

負債及び純資産 

負債の部の合計＋純資産の部の合計 

負債 

流動負債＋固定負債 

流動負債 

支払手形・買掛金＋短期借入金（金融機関）

＋短期借入金（金融機関以外）＋その他の流動

負債 

支払手形・買掛金 

通常の営業取引により発生した手形債務及

び営業上の未払金（電気・ガス・水道料、外注

加工賃などの未払金）。 

短期借入金（金融機関） 

銀行などの金融機関からの借入金のうち、返

済期限が１年以内のもの。 

短期借入金（金融機関以外） 

個人及び取引先などの金融機関以外からの

借入金のうち、返済期限が１年以内のもの。 

固定負債 

社債＋長期借入金（金融機関）＋長期借入金

（金融機関以外）＋その他の固定負債 

長期借入金（金融機関） 
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銀行などの金融機関からの借入金のうち、返

済期限が１年超のもの。 

長期借入金（金融機関以外） 

個人及び取引先などの金融機関以外からの

借入金のうち、返済期限が１年超のもの。 

社債 

普通社債及び新株予約権付社債などの未償

還残高。 

純資産 

資本金＋資本剰余金＋利益剰余金＋自己株

式 

資本金 

資本金、出資金。 

資本剰余金 

資本準備金（株式払込剰余金、株式交換剰余

金、株式移転剰余金、新設分割剰余金、吸収分

割剰余金、合併差益）、その他の資本剰余金（自

己株式処分差益、自己株式処分差損、資本金及

び資本準備金減少差益）。 

利益剰余金 

利益準備金、その他の利益剰余金（任意積立

金、減債積立金、技術研究積立金、事業拡張積

立金、退職給付積立金、租税特別措置法の準備

金、海外投資等損失準備金、特別償却準備金な

どの準備金など）。 

自己株式 

自社で保有している自社株式。 

 
３．売上高及び営業費用 

 

売上高 

法人企業においては、実現主義の原則に従い、

商品などの販売又は役務の給付によって実現

した売上高、営業収益、完成工事高など。 

 個人企業においては、確定申告書類などの

「売上（収入）金額」である。なお、確定申告

書類などとの対応については、調査票甲（個人

事業者用）を参照。 

営業費用 

売上原価＋販売費及び一般管理費 

売上原価 

商品仕入原価・材料費＋労務費＋外注費＋減

価償却費＋その他の売上原価 

商品仕入原価・材料費 

商品期首棚卸高に当期商品純仕入高を加え、

商品期末棚卸高を控除して計算されたもの。 

製造工程又は業務の直接部門で使用する素

材費（原料費）、買入部品費、燃料費、工場消耗

品費、消耗工具器具備品費などの総額。 

労務費 

製造工程又は業務の直接部門に属する従業

者の賃金（基本給の他、割増賃金を含む）、給

料、雑給、従業員賞与手当、退職給付費用など

の総額。 

外注費 

製造工程の一部（外注加工など）又は会社の

業務の一部を他の業者に委託した際の費用の

総額。 

減価償却費（売上原価に含まれるもの） 

製造工程又は業務の直接部門で使用する有

形固定資産及び無形固定資産の取得原価を使

用する期間や耐用年数に応じて配分した費用

の総額。 

売上総利益 

売上高－売上原価の合計 

販売費及び一般管理費 

人件費＋地代家賃＋運賃荷造費＋広告宣伝

費＋交際費＋減価償却費（販売費及び一般管理

費に含まれるもの）＋租税公課＋その他の経費 

人件費 

常用、臨時、役員、正社員、正社員以外を問

わず、当該事業年度に支払うべき給料、手当、

賃金、賞与、退職金などのうち労務費を除いた

もの。また、福利厚生費、法定福利費も除く。 

個人企業では専従者給与を除く。 

地代家賃 

土地、建物などの不動産の賃貸料の総額。 

運賃荷造費 

製造品、商品などの輸送、こん包などに支払

った運賃、荷造費の総額。 

広告宣伝費 

不特定多数の者に対する宣伝的効果を意図

してなされるもので、商品・製品の広告、求人

広告、会社広告などの総額。 

交際費 

得意先、仕入先、その他事業に関係する者に

対して、営業上必要な接待、供応、慰安、贈答

その他これらに類する行為のために要した費
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用。 

減価償却費（販売費及び一般管理費に含まれるも

の） 

販売費及び一般管理費に計上する減価償却

費。売上原価に含まれる減価償却費を除く。 

租税公課 

印紙税、登録免許税、不動産取得税、自動車

税、固定資産税、事業税（付加価値割及び資本

割）及び事業所税などの総額。税込経理方式の

方法をとっている場合の消費税はここに含む。 

営業利益 

売上総利益－販売費及び一般管理費の合計 

営業外収益 

受取利息、受取配当金、有価証券の売却益な

どの営業活動以外により発生した収益。 

営業外費用 

支払利息・割引料＋その他の費用 

支払利息・割引料 

銀行その他の金融機関や他の会社からの借

入金に対する利息、受取手形を割り引いた場合

に支払われる費用で、割引日から手形期日まで

の期間の利子相当分。 

経常利益又は経常損失 

売上高から、売上原価、販売費及び一般管理

費を差し引いたものに営業外損益を加えたも

の。 

個人企業では差引金額又は専従者控除前の

所得金額。 

税引前当期純利益（税引前当期純損失） 

経常利益（経常損失）に特別利益を加え、特

別損失を差し引いたもの。 

税引後当期純利益（税引後当期純損失） 

税引前当期純利益（税引前当期純損失）から

法人税、住民税及び事業税（所得割）を控除し

たもの。 

 
４．設備投資とリースの状況 

 
有形固定資産 

建物・構築物・建物附属設備＋機械装置＋船

舶、車両運搬具、工具・器具・備品＋土地＋建

設仮勘定＋その他の有形固定資産 

①建物・構築物・建物附属設備 

事務所、店舗、工場及び倉庫などの建造物、

社宅、電気設備などの建物、橋、舗装道路及び

煙突などの構築物の他、暖冷房設備、照明設備、

昇降機などの附属設備を含む。 

②機械装置 

工作機械、化学反応装置などの機械装置及び

それに附属する設備。 

③船舶、車両運搬具、工具・器具・備品 

タンカー、貨物船、はしけ及び漁船などの船

舶、鉄道用車両及び自動車などの車両運搬具、

測定工具、検査工具などの工具、試験機器、測

定機器などの器具及び事務机などの備品（耐用

年数１年超で相当価額以上のもの）。 

④土地 

工場、事務所及び社宅などの経営目的のため

に使用している土地。ただし、販売目的、投資

目的の土地は除く。 

⑤建設仮勘定 

建物、構築物、機械装置及び船舶などの建設

又は製作のために支出した手付金及び労務費、

取得した機械、購入した資材・部品など。 

⑥その他の有形固定資産 

有形固定資産のうち、建物・構築物・建物附

属設備、機械装置、船舶、車両運搬具、工具・

器具・備品、土地、建設仮勘定以外の資産。生

物など。 

無形固定資産 

のれん(営業権)、特許権、実用新案権、商標

権、意匠権、借地権、地上権、著作権及びソフ

トウェア制作費など。 

設備投資の目的 

当該事業年度に行った設備投資の目的。 

①省力化・合理化（直接部門） 

現在行っている事業を省力化・合理化するた

めに取得された固定資産のうち、売上原価を圧

縮するためのもの。 

②省力化・合理化（管理部門） 

現在行っている事業を省力化・合理化するた

めに取得された固定資産のうち、販売費・一般

管理費を圧縮するためのもの。 

③新規事業部門への進出・事業転換・兼業部門の

強化など多角化 

現在行っている事業以外の分野の事業を行

うために取得した固定資産。 

④既存建物・設備機器などの維持・補修・更新 
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既存の建物・設備機器などの維持・補修・更

新のために取得した固定資産。 

⑤既存事業部門の売上増大 

現在行っている事業部門の能力を拡大する

ために取得した固定資産。 

⑥その他 

上記以外の目的で取得した固定資産。 

リース契約 

概ね１年を超える長期間にわたり特定の資

産を占有して使用する賃貸借契約をいい、土

地・建物の貸借、短期間のレンタル、チャータ

ー、転リースなどは除く。 

新規リース契約物件の項目 

①製造機械・装置 

自動組立装置、産業用ロボット、製鉄機械、

繊維機械などの産業用機械、旋盤、フライス盤

などの加工機械など。 

②建設機械 

掘削機械、基礎工事機械、整地機械、コンク

リート機械、舗装機械、建設用各種クレーン、

仮設用機材など。 

③コンピュータ及び関連機器 

パソコン、周辺機器など。 

④事務機器又は通信機器 

複写機、タイプライター、マイクロフィルム

システム、シュレッダー、事務用印刷機器、フ

ァクシミリ、無線通信機器、有線通信機器など。 

⑤店舗・商業用設備 

ＰＯＳシステム、ショーケースなど。 

⑥調理用設備 

厨房設備、冷蔵庫、冷凍庫、その他什器備品

など。 

⑦輸送機械 

乗用車、トラック、荷役運搬機器車両（コン

テナなど）、産業用車両（フォークリフトなど）、

船舶、鉄道車両など。 

⑧その他 

上記以外のもの。 

新規リース契約額 

令和２年度決算期間中に新たにリース契約

を行ったものの契約額と、同期間中にリース契

約期間が終了したため、新たに契約更新を行っ

たものの契約額。支払リース料（支払額）では

ない。 

 
５．事業承継の状況 

 

事業承継の意向 

①親族内承継を考えている 

代表取締役社長・取締役社長又は個人事業主

の息子・娘（姻族を含む。）、配偶者又は親族（６

親等以内の血族又は３親等以内の姻族）への承

継意向のこと。 

②役員・従業員承継を考えている 

（代表取締役社長・取締役社長又は個人事業

主の息子・娘・配偶者又は親族ではない）会社

の役員又は従業員への承継意向のこと。 

③会社への引継ぎを考えている 

他の法人への株式等の譲渡による経営権の

引継意向のこと。 

④個人への引継ぎを考えている 

（代表取締役社長・取締役社長又は個人事業

主の息子・娘・配偶者・親族ではなく、会社の

役員・従業員でもない）個人への引継意向のこ

と。 

⑤上記以外の方法による事業承継を考えている 

上記の親族内承継を考えている、役員・従業

員承継を考えている、他の会社への引継ぎ考え

ている、及び個人への引継ぎを考えている以外

の事業承継のこと。 

⑥現在の事業を継続するつもりはない 

事業の継続の意向はなく、現在の代表取締役

社長・取締役社長又は個人事業主の代で廃業意

向のこと。 
⑦今はまだ事業承継について考えていない 

現時点では事業承継についての明確な意向

がないこと。 

 
６．海外展開と輸出の状況 

 
子会社 

自社が５０％超の議決権を所有する会社を

いう。自社の子会社又は自社とその子会社合計

で５０％超の議決権を所有している会社を含

む。ただし、５０％以下であっても自社が経営

を実質的に支配している会社も含む。 

関連会社 

自社が２０％以上から５０％以下の議決権
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を所有する会社をいう。 

事業所 

自社の支社・営業所・工場など。 

モノの直接輸出 

損益計算書の売上高に計上したモノの取引

額のうち、自社名義で通関手続きを行ったもの。 

モノ以外のサービスの輸出 

運輸、通信、建設、保険、金融、情報、ソフ

トウェア、文化、興行等の各種サービス、特許

使用料等のうち、損益計算書に計上した国際取

引。 

 
７．売上高の内訳 

 

建設事業の収入 

建築工事、土木工事及び設備工事の完成工事

高。 

製造品売上高 

自己の製造した製品を販売した場合の販売

高。他から製造委託を受けたものを含む。 

加工賃収入 

発注元から支給を受けた原材料を加工する

ことにより受け取った収入。 

情報通信事業の収入 

通信業、放送業、情報サービス業、インター

ネット附随サービス業及び映像・音声・文字情

報制作業の収入。 

運輸，郵便事業の収入 

道路旅客運送業、道路貨物運送業、水運業、

倉庫業及びこん包業、郵便業（信書便事業を含

む）などの収入。 

卸売の商品売上高 

他の者から購入した（仕入れた）商品を、そ

の性質や形状を変えないで他の事業者に対し

て販売した場合の販売高。営業活動に伴う販売

手数料などを含む。 

小売の商品売上高 

仕入商品又は製造した商品を主として一般

消費者（個人又は家庭用消費者）に販売した場

合の販売高。営業活動に伴う販売手数料などを

含む。 

なお、菓子、パン、建具、畳などを製造し、

一般消費者に直接販売する場合は、「製造品売

上高」ではなく、「小売の商品売上高」に含む。 

不動産，物品賃貸事業の収入 

不動産取引、不動産仲介、不動産管理及び不

動産賃貸、物品賃貸などの収入。 

学術研究，専門・技術サービス事業の収入 

学術・研究開発機関、専門・技術サービス業

（法律事務所、特許事務所、司法書士事務所、

公認会計士事務所、税理士事務所、獣医業、土

木建築サービス、デザイン・機械設計業、著述・

芸術家業、写真業など）、広告業の収入。 

宿泊事業の収入 

旅館、ホテル、簡易宿所及び下宿業などの収

入。 

飲食サービス事業の収入 

一般飲食店（食堂、レストラン、そば・うど

ん店、すし店、喫茶店、料亭及び酒場など）、持

ち帰りサービス業（すし、弁当など）、宅配飲

食サービス業（宅配ピザ、給食センター、病院

給食など）の収入。 

生活関連サービス，娯楽事業の収入 

洗濯・理容・美容・浴場業、その他の生活関

連サービス業（旅行業、家事サービス業、冠婚

葬祭業、写真現像・焼付業など）、娯楽業（映画

館、興行場・興行団、スポーツ施設提供業など）

の収入。 

サービス事業（他に分類されない）の収入 

廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、

職業紹介業、労働者派遣業及びその他の事業サ

ービス業（建物サービス業、警備業、ディスプ

レイ業、テレマーケティング業など）の収入。 

その他の事業の収入 

上記以外の農業、林業、漁業、鉱業、電気・

ガス・熱供給・水道業、金融・保険業、医療・

福祉及び教育・学習支援業などの収入。 

 

８．研究開発の状況 

 

研究開発 

研究とは、新しい知識の発見を目的とした計

画的な探求及び調査のこと。開発とは、新しい

製品・サービス・生産方法（以下、「製品など」）

についての計画もしくは設計又は既存の製品

などを著しく改良するための計画もしくは設

計として、研究の成果その他の知識を具体化す

ること。 
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なお、この調査では自然科学のみでなく、人

文・社会科学の研究についても調査の対象とす

る。ただし、製造現場で行われている品質管理

活動やクレーム処理のための活動、又は、探査・

掘削などの鉱物資源の開発に特有の活動は、研

究開発に含まない。 

能力開発 

正社員・正職員、契約社員、パートタイム従

業者、アルバイトなど、対価を受け取り事業に

従事するものの能力を向上させる取り組みの

こと。 

中小企業技術基盤強化税制（研究開発税制） 

中小企業者等が支出した試験研究費の１

２％（試験研究費の増加率が８％（平成３１年

３月３１日までに開始した事業年度において

は５％）を超える場合は、その増加率に応じて

最大１７％）に相当する額の税額控除（当期の

法人税額の２５％（試験研究費の増加率が８％

（平成３１年３月３１日までに開始した事業

年度においては５％）を超える場合は３５％）

を上限とする）が認められる制度。 

特許権 

発明を独占的に利用し得る権利であり、特許

法による登録をしたもの。 

実用新案権 

物品の形状、構造、組合せの考案であって、

実用新案法に従って登録したもの。 

意匠権 

物品の形状、模様、色彩についての美徳をお

こさせるデザインであって、意匠法に従って登

録したもの。 

商標権 

自社の取り扱う商品・サービスを他社のもの

と区別するために使用するマークで、商標法に

従って登録したもの。 

 

９．受託・委託の状況（建設工事を除く) 

 

製造の受託／委託 

（生産能力の不足、コストの低減が見込まれ

る、などの理由により）他社が主業として販売

する物品・製造請負品・部品・原材料、又は他

社の自己使用する物品・金型などの製造を依頼

されること。／自社が主業として販売する物

品・製造請負品・部品・原材料、又は自社の自

己使用する物品・金型などの製造を他社に依頼

すること。 

修理の受託／委託 

（人手不足などの理由により）他社が主業と

して請け負っている物品の修理、他社の自己使

用する物品の修理を依頼されること。／自社が

主業として請け負っている物品の修理、自社の

自己使用する物品の修理を他社に依頼するこ

と。 

プログラム作成の受託／委託 

（業務の集中、ある分野を得意とする事業者

がある、などの理由により）他社が主業として

行うプログラム作成を依頼されること。／自社

が同業務を他社に依頼すること。 

プログラム作成の受託以外の情報成果物作成の

受託／委託 

（コストの低減が見込まれる、ある分野を得

意とする事業者がある、などの理由により）他

社が主業として行うテレビ番組作成・工業デザ

イン・グラフィックデザインの提供などを依頼

されること。／自社が同業務を他社に依頼する

こと。 

役務提供の受託／委託 

（機材の不足、コストの低減が見込まれる、

などの理由により）他社が主業として行う運

送・物品の倉庫保管・情報処理などの役務提供

を依頼されること。／自社が役務提供を他社に

依頼すること。 

上記以外の役務提供の受託／委託 

（人手不足、コストの低減が見込まれる、主

業として販売する製品に付随するメンテナン

スや顧客サポートを専門の会社に委託したい、

などの理由により）他社が主業として行うメン

テナンス（ビル、自動車、機械等）・顧客サポー

ト（アフターサービス、コールセンター等）な

どの役務提供を依頼されること。／自社が役務

提供を他社に依頼すること。 

国内からの受託 

企業の国籍を問わず、自社が、他社の日本国

内の営業拠点や生産拠点などから受託した場

合をいう。 

国内への委託 

企業の国籍を問わず、自社が、他社の日本国
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内の営業拠点や生産拠点などへ委託した場合

をいう。 

うち、国内の親事業者からの受託（下請） 

国内からの受託のうち、親事業者からの下請

によるもの。下請代金支払遅延等防止法におい

て対象とする取引の内容により、親事業者の資

本金区分が異なる。 

製造、修理、プログラム作成の受託（運送、

物品の倉庫保管、情報処理を含む）の取引では、

委託を行う側（委託側）が資本金３億円超で、

委託を受けた側（受託側）が個人を含む資本金

３億円以下、又は委託を行う側（委託側）が資

本金１千万円超３億円以下で、委託を受けた側

（受託側）が個人を含む資本金１千万円以下で

ある場合、委託側を親事業者とする。 

プログラム作成以外の情報成果物作成の受

託（運送、物品の倉庫保管、情報処理を除く）

の取引では、委託を行う側（委託側）が資本金

５千万円超で、委託を受けた側（受託側）が個

人を含む資本金５千万円以下、又は委託を行う

側（委託側）が資本金１千万円超５千万円以下

で、委託を受けた側（受託側）が個人を含む資

本金１千万円以下である場合、委託側を親事業

者とする。 

したがって、必ずしも資本関係のある親会社

ではない。 

海外からの受託 

企業の国籍を問わず、自社が、他社の海外に

ある営業拠点や生産拠点から受託した場合を

いう。したがって、海外の日系企業から受託し

た場合は、海外からの受託に含む。 

海外への委託 

企業の国籍を問わず、自社が、他社の海外に

ある営業拠点や生産拠点へ委託した場合をい

う。したがって、海外の日系企業へ委託した場

合も、海外への委託に含む。 

 

１０．取引金融機関の状況 

 
メインバンク 

借入れ残高シェアの大小などに関わらず中

小企業者等がメインバンクと認識している金

融機関。 

メインバンクからの借入条件 

①経営者の本人保証を提供している 

金銭消費貸借契約書や根保証書などの連帯

保証人や銀行取引約定書における包括根保証

人があるケースのうち、自社の代表者や、代表

者以外の役員が保証人となっている場合をい

う。 

②物的担保を提供している 

不動産、預金、有価証券、機械設備に対して、

自社借入金を被担保債権として、メガバンクが

（根）抵当権設定、質権設定などを行っている

ことをいう。 

③第三者保証（公的保証を除く）を提供している 

金銭消費貸借契約書や根保証書などの連帯

保証人や銀行取引約定書における包括根保証

人があるケースのうち、自社の代表者と代表者

以外の役員を除いた第三者（代表者の親族など）

が保証人となっている場合をいう。 

④公的信用保証を提供している 

都道府県及び自治体の信用保証協会との間

で保証委託契約を取り交わしている場合をい

う。 

 

メインバンクへの借入申込みの最も多かった対

応 

①申込額どおり借りられた 

申込みどおりの金額の融資を受けることが

できた。 

②申込額を減額された 

申込みの金額より低い金額だったが融資を

受けた。申込額を減額されたため、融資を受け

なかった場合を含む。 

③増額セールスを受けた 

申し込んだ金額以上の貸付金額を提示され、

増額した金額で融資を受けた。増額セールスを

受けたが、当初申込みどおりの金額の融資を受

けた場合も含む。 

④申込みを拒否された 

借入申込みを拒絶され、融資を受けることが

できなかった。 

⑤借入を申し込んでも断られると考え、申込みを

行っていない 

申込みを断られると考え、申込み自体を行わ

なかった。 

⑥借入の必要がなかったため、申込みを行ってい
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ない 

借入の必要がなかったため、申込み自体を行

わなかった。 

 
１１．中小企業税制の利用状況(法人企業） 

 
中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の

損金算入の特例 

青色申告書を提出する、資本金又は出資金の

額が１億円以下（資本もしくは出資を有しない

場合は常時使用する従業員の数が１，０００人

以下）の中小企業者（大規模法人の子会社など

は除く。）等が、令和４年３月３１日までの期

間内に取得価額が３０万円未満の減価償却資

産を取得された場合に、３００万円に達するま

での取得価額の合計額を損金算入できる制度。 

中小企業投資促進税制（中小企業者等が機械等を

取得した場合の特別償却又は税額控除） 

青色申告書を提出する、資本金又は出資金の

額が１億円以下（資本もしくは出資を有しない

場合は常時使用する従業員の数が１，０００人

以下）の中小企業者（大規模法人の子会社など

は除く。）等を対象に、令和３年３月３１日ま

での期間内に新品の機械及び装置などを取得

し、又は製作して国内にある製造業、建設業な

どの指定事業の用に供した場合に、その指定事

業の用に供した日を含む事業年度において、特

別償却又は税額控除を認めるもの。 

なお、償却限度額は、取得価額の３０％相当

額の特別償却限度額を普通償却限度額に加え

た金額、税額控除限度額は、取得価額の７％相

当額。（資本金が３千万円超１億円以下の中小

企業者は、特別償却のみの適用。） 

中小企業経営強化税制（中小企業者等が特定経営

力向上設備等を取得した場合の特別償却又は税

額控除） 

青色申告書を提出する、資本金又は出資金の

額が１億円以下（資本もしくは出資を有しない

場合は常時使用する従業員の数が１，０００ 

人以下）の中小企業者（大規模法人の子会社な

どは除く。）等で、中小企業等経営強化法の経

営力向上計画の認定を受けた中小企業者等が

平成２９年４月１日から令和３年３月３１日

までの間に、特定の経営力向上設備等を取得し、

国内にあるその法人の指定事業の用に供した

場合に、その指定事業の用に供した事業年度に

おいて、特別償却又は税額控除を認めるもの。 

なお、特別償却限度額は、取得価額から普通

償却限度額を控除した金額に相当する金額と

され、普通償却限度額と併せその取得価額の全

額を償却（即時償却）可能。税額控除限度額は、

取得金額の１０％相当額（資本金が３千万円超

１億円以下の中小企業者は、７％）。 

 

１２．中小企業の会計の状況（法人企業） 

 

中小企業の会計に関する基本要領（中小会計要領） 

中小企業関係団体、会計専門家等が主体とな

り、金融庁、中小企業庁が事務局となって、中

小企業の実態を踏まえて作成した新たな会計

ルールであり、平成２４年に公表されたもの。 

税制との調和や事務負担の軽減を図る観点

から、簡潔な会計処理等が示され利用しやすい

会計ルールとなっており、自社の決算書の信頼

性を向上させ、財務状況を適切に把握し、的確

な投資判断や経営改善、資金調達等への活用を

目的とする。 

ＵＲＬ：https://www.chusho.meti.go.jp 

/zaimu/kaikei/ 

中小企業の会計に関する指針（中小会計指針） 

平成１７年に日本公認会計士協会、日本税理

士会連合会、企業会計基準委員会、日本商工会

議所の４団体が策定した会計ルールであり、会

計専門家が役員に入っている会計参与設置会

社が拠ることが適当とされているように、一定

の水準を保った会計処理の指針のこと。（平成

３１年３月改正）。 

企業会計基準（上場企業が適用している会計ル

ール） 

企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）が制定する、

財務会計の基準。個別の論点ごとに作成・公表

され、企業会計原則に優先して適用される会計

基準のこと。 

税法に規定する計算方式 

納税申告書等を作成する際に用いられる計

算方式のこと。租税の賦課・徴収などに関する

法規である税法を基に計算方式が定められて

いる。 






























































































